
令和２年度 宮城県社会福祉協議会事業報告 

 

 

 

『経 営 理 念』 

 

 宮城県社会福祉協議会は，本県における地域福祉推進の中核機関として，市町村社

会福祉協議会をはじめ，福祉諸団体，ＮＰＯ法人，ボランティア等幅広い関係者との

連携・協働のもと，高い公益性とともに民間法人としての自主性，創造性を発揮して

『誰もが身近な地域で安心していきいきと暮らせる地域づくり』に取り組み，豊かな

福祉社会の実現を目指します。 

 

 また，東日本大震災からの早期復興に向けて，継続的に支援を行います。 

 

 

 

『経 営 方 針』 

 

 

１ 被災地域の復興に向けた市町社協等と連携・協働による継続支援 

 

２ 地域住民が支え合う地域共生社会実現のための“地域づくり”の推進 

 

３ 地域における福祉サービスの担い手の支援 

 

４ 質の高い福祉サービスを支える体制の構築 

 

５ 各種団体とのネットワークの強化 

 

６ より信頼される法人を目指した運営基盤の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

『令和２年度事業の基本的な考え方』 

 

 

昨今の地域を取り巻く環境は，急速な少子高齢化により家族間の支え合いや地域

でのつながりが弱まるとともに，福祉ニーズが多様化・複雑化し，既存の社会保障

や福祉政策による対応のみでは解決することが難しい状況となっています。 

  

このような状況を踏まえ，国は多様化・複合化している地域の福祉ニーズに応え

ていく横断的な仕組みの構築に向けた検討を重ね，市町村による新たな事業として，

本人・世帯の属性にかかわらず受け止める「断らない相談支援」，社会とのつながり

を回復させる支援として「参加支援」，孤立を防ぎ多世代の交流や多様な活躍の場を

確保する「地域づくりに向けた支援」の三つを一体的に行う新たな事業を創設する

方針を示しました。 

これは，本会の経営理念でもある「地域共生社会の実現」を社会全体で取り組も

うとするものであり，住民をはじめ，自治体，関係機関・関係者等多様な主体が一

層緊密に力を合わせ，それぞれの役割の中で協力し合い，その基盤の再構築を目指

し，地域で支え合う仕組みづくりを進めていく必要性があります。 

 

また，本年度は東日本大震災（以下「大震災」という。）から 10 年という節目を

迎えることになりますが，応急仮設住宅等の生活から災害公営住宅等への移行がほ

ぼ完了し，新たなコミュニティ構築や個別の生活課題の解決に向けた支援等，今後

も継続して市町社協等との連携による取組も必要となっています。 

さらに令和元年東日本台風（台風第 19 号）により被災された住民が自立し安定し

た日常生活を営むことができるよう，大震災に係わる支援と同様に被災者見守り・

相談支援事業等を行う被災地社協の支援を行う必要があります。 

 

 宮城県社会福祉協議会（以下「県社協」という。）では，これらの社会動向・地域

状況を踏まえ，平成３０年３月に策定した宮城県社会福祉協議会第二期地域福祉推

進計画（以下「地域福祉推進計画」という。）に基づき各種事業を推進するとともに，

市町村社会福祉協議会（以下「市町村社協」という。）をはじめ，福祉諸団体との一

層の連携を図りながら，限られた財源の効率的な活用，各種事業の充実，施設・事

業所の適正な運営等，組織体制の強化を図ります。 

 

 

 

 以上により，県社協の理念・使命を果たすため，次の事務事業に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 



 

事業報告の概要（主な事務事業） 

 

 

令和２年度は，前記の経営理念・方針に基づき，次の事務事業に取り組みました。 

 

 

１ 大震災における被災地域の市町社協の支援をとおして，地域福祉推進の観点か

ら被災住民等の自立・生活再建に努めます。 

〔地域福祉推進計画…基本目標１－（３）〕 

 ２７，９１２，４７９円  

（１）被災地域市町社協への支援 

   被災地域市町社協が多様な課題を抱える被災者への支援と併せ，住民主体の

地域づくりに取り組めるよう，被災市町社協の個別ニーズに対応した支援を行

うため多賀城市社協，石巻市社協をはじめとした１３市町社協へ，合計１４７

回訪問しました。 

   また，支援関係機関合同会議（震災復興定例支援会議３回，広域支援団体連

携担当者会議１３回）を開催し，復興に関する課題等を共有して福祉活動を促

進しました。 

 

（２）地域コミュニティ構築支援 

   仮設住宅から災害公営住宅等への移行に伴う被災者及び地域住民の新しいコ

ミュニティ構築・再生に向けて，被災地域市町社協が行う要支援者の見守り活

動や助け合い活動の仕組みづくりなどの支援のため，被災地域事例対応研修会，

実務担当管理職員向け研修会を開催しました。 

 

（３）震災復興最終期における取組 

東日本大震災から１０年の節目を迎えるに当たり，県社協と沿岸部市町社 

協及びＮＰＯ等と，発災直後から行った被災地域での支援を検証するとともに， 

これからの被災地域支援の方向性を示した指針を策定しました。 

 

２ 住民主体の“地域づくり”を進める市町村社協・ＮＰＯ法人などとの連携・協

働を図り，地域福祉活動を推進します。  

〔地域福祉推進計画…基本目標１－（１）（２）（４）〕 

 ８６，１７０，３１６円  

（１）地域福祉活動の推進 

   地域福祉の活動を住民組織と共助で効果的・効率的に実践するために「地域

福祉活動計画」を策定する大崎市社協，多賀城市社協，富谷市社協，岩沼市社

協，大和町社協の５社協への支援と，東松島市社協の中間評価，宮城県地域福

祉支援計画の策定へ委員等として参画しました。 

   地域福祉推進のため，市町村社協をはじめ宮城県民生委員児童委員協議会， 



 

各種別協議会・ＮＰＯ等の関係福祉団体と連携し，新たな生活課題等の解決に

取り組みました。 

介護予防・日常生活支援総合事業等の円滑な実施に向けた市町村支援のプラ

ットホームとして，宮城県が設置する「宮城県地域支え合い・生活支援推進連

絡会議」の事務局運営業務を通じて，市町村が取り組む多様な生活支援ニーズ

に対するサービスの充実へ向け，２２市町村へ延べ３２回，１９市町社協へ延

べ４０回の訪問と１７回のアドバイザー派遣を行いました。 

 

（２）地域共生社会の実現に向けた包括的な支援体制の構築 

   地域共生社会の実現に向け，地域福祉活動を推進している関係機関等を構成

員とした「（仮称）宮城県地域福祉推進会議」を県との連携・協働により設置し

包括的な支援体制を構築するため準備を進めました。 

 

（３）市町村社協の基盤強化と社協間のネットワークの充実            

   市町村社協との連携により，連絡・調整，活動支援等，各種事務事業を展開

するとともに，市町村社協職員基礎研修会，社協職員の資質向上に係る勉強会

を開催するなど，運営充実に向けた支援を行いました。 

さらに，宮城県市町村社協連絡会幹事会議を開催しネットワーク，関係づく

りの更なる充実を図りました。 

 

（４）コミュニティソーシャルワークの視点をもった人材の育成 

小地域福祉活動組織と関係機関や地域資源をつなぎ，コーディネートするた

めの人材を育成するため，東北学院大学ＣＳＷ養成プログラムへの講師派遣を

行うなど社協及び地域福祉関係職員の資質向上に取り組みました。 

 

（５）地域福祉の推進のための情報の発信 

   地域福祉の推進に向けた情報発信の機会として，新型コロナウイルス感染症

感染拡大防止のため，宮城県社会福祉大会については規模を縮小し表彰のみを

行い，社協フォーラムについては中止としました。 

また，広報誌「福祉みやぎ」を６回発刊，ホームページを２０１回更新するな

ど幅広く発信し普及啓発に努めました。 

 

（６）令和元年東日本台風（台風第１９号）における被災者見守り・相談支援事業

を実施する町社協への支援 

   令和元年東日本台風（台風第１９号）の被災により，生活環境の変化や人間

関係等の喪失等により，さまざまな生活に対する困難さや不安を抱える被災住

民が自立し安定した日常生活を営むことができるよう，角田市社協１回，大郷

町社協４０回，丸森町社協へ７５回の訪問と地域のコミュニティ活性化に向け

た相談・助言等を行いました。 

また，生活支援相談員等のスキルアップ研修を５回，実務管理者・担当者マネ

ジメント向上研修を２回開催し支援しました。 

    

 



３ 多様なボランティア・市民活動が，地域でいきいきと展開できるよう支援しま

す。          〔地域福祉推進計画…基本目標２－（１）（２）（３）〕 

 ８５，００６，４６３円  

（１）多様なボランティア活動や市民活動に対する支援の強化 

   市町村社協のボランティアセンター（以下「社協ＶＣ」という。）機能充実に

向けて社協ＶＣ運営に関する現地相談を１５市町村社協に対し，延べ５５回行

い支援しました。 

   また，大規模災害等に備え，災害ＶＣ応援スタッフ養成研修を２回，災害Ｖ

Ｃ設置・運営責任者研修１回，運営スタッフ体験研修を２回開催し，その体制

整備を推進しました。 

 

（２）地域福祉活動を実践する人材の育成 

   地域福祉活動推進者，ボランティアコーディネーター等の育成のための研修

とスキルアップ研修等を実施するとともに，ボランティア団体・中間支援組織

等との連絡会を１４団体と２７回開催するなど，住民主体の地域活動を推進で

きる人材の育成に努めました。 

   高齢者を対象とした宮城いきいき学園の運営については，新型コロナウイル

ス感染症感染拡大防止の観点から，４月から９月まで学園の運営を休止してい

ましたが，１０月からは対策を講じながら学習を開始し，地域貢献活動へ参画

できる人材の育成に努めました。 

 

（３）地域住民への福祉教育などの推進 

   市町村社協と協働し，地域の特性に応じた福祉活動が行えるようボランティ

ア団体や地域福祉活動実践者を対象として，福祉教育・防災教育を切り口とし

た福祉教育学習会等を開催し小地域福祉活動の活性化を図りました。 

  

（４）元気高齢者への社会参加の支援       

   高齢者のスポーツや文化活動をとおして生きがいや健康づくりを促進するた

め，高齢者のスポーツ・文化の祭典である第３３回全国健康福祉祭岐阜大会（ね

んりんピック岐阜２０２０）への選手派遣の準備を進めてきましたが，大会の

１年延期（※１）が決定されています。 

また，宮城シニア美術展については９月３日から４日間開催し１８９点の出

展と７０４人の来場がありました。 

 

４ 福祉サービスを提供する福祉事業者を支え，質の高い福祉従事者の確保・育成

を推進します。    〔地域福祉推進計画…基本目標３－（１）（２）（３）〕 

 ４７９，３０１，５８７円  

（１）福祉に携わる人材の専門性を高める研修の企画及び実施 

   福祉・介護人材の専門性を高めるため社会福祉従事者研修，資格取得研修等

については，新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の為，７月以降順次開催

し，福祉施設及び事業所等が提供する福祉サービスの向上を図りました。 

   また，知的障害者居宅介護職員初任者研修については中止(※１)としました。 



（２）幅広い人材確保の取組の推進 

   福祉人材職業無料紹介事業による福祉の職業紹介と就労斡旋を行い１８３人

の採用実績がありました。公共職業安定所や教育機関等と連携した福祉の仕事

就職面談会の開催や，年齢等に応じた進路・就業相談の実施，福祉・介護人材

の確保・定着へ向けた研修については７月以降，順次開催しました。 

また，介護福祉士等修学資金等貸付（８３件：１４７，３８７千円）や保育士

修学資金貸付・保育士再就職支援貸付・児童養護施設退所者等に対する自立支

援資金貸付・ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付の各事業の推進により人

材の確保と定着に努めました。 

 

（３）福祉事業者への経営支援の実施 

   現状の問題・課題について社会福祉法人等のニーズに対応するため社会福祉

経営相談として，一般相談８件，弁護士，公認会計士，社会保険労務士等の専

門員による専門相談１２件に応じ，健全な経営基盤を確立できるよう支援を行

いました。 

   また，福祉サービス第三者評価事業機関として，社会的養護関係施設等の評

価を３ヶ所実施しており，サービスの質の向上に努めました。 

 

 

５ 県民の福祉ニーズに即したサービスを提供し，県民が安心して暮らせる地域づ

くりを推進します。  〔地域福祉推進計画…基本目標４－（１）（２）（３）（４）〕 

 ６，９３８，０７７，５７３円  

（１）県社協が運営する施設及び事業所での地域福祉機能の強化 

   県社協が運営する事業所において，住民が主体となって行う小地域における

生活支援活動，ボランティア活動などが，より多くの地域で実施され，その活

動が継続的・効果的に実施されるよう，市町村社協と連携・協働し圏域の地域

福祉の推進に努めました。 

 

（２）市町村域における包括的な相談支援体制構築の支援 

県社協が実施する各相談支援事業において，当該市町村域などの支援機関の

一員として横断的なネットワーク化に参画し，包括的な相談支援体制の構築に

向けて取り組みました。 

また，総合相談センターでは高齢者及びその家族が抱える悩みごとの相談 

２，４５０件，うち法律・医療・保健福祉の専門的相談４１５件に対応すると

ともに，市町村等の相談機関と連携・協力し，高齢者及びその家族等県民の福

祉向上と増進を図りました。 

本事業は，令和２年度をもって終了となっています。 

 

（３）県内の市町村社協，社会福祉法人等における子どもの貧困対策事業への支援 

   地域における子どもの貧困対策として，子ども食堂や，学習支援と食事提供

を組み合わせた子どもの居場所づくり等の子どもの貧困対策事業へ取り組む県

内の市町村社協，社会福祉法人，ＮＰＯ法人等へ支援のため，意向調査を行う

とともに，県，市町村社協等関係機関と情報交換を行いました。 



（４）権利擁護の推進 

   日常生活自立支援事業（まもりーぶ事業）をとおして認知症高齢者や障害者

等で判断能力が不十分な方に対し，そのニーズに即した福祉サービス利用援助

や日常的金銭管理援助等をとおして地域で安心して暮らせるよう自立支援を行

っており，実績として新規契約者８１人，実利用者数は４７８人となりました。 

また，高齢者の一人暮らしの増加，障害者の自立と社会参加などの福祉ニー

ズの高まりの中，専門員や生活相談員のスキルアップを図るため，外部研修等

へ参加しました。 

運営適正化委員会では，福祉サービスを利用する方々からの相談や苦情の解

決に努めました。 

その他，苦情解決制度の周知を図るため，広報・啓発活動等を推進しました。 

 

（５）セーフティネット機能の充実・強化 

   経済的困窮者や低所得世帯に対し，市町村社協や民生委員・児童委員による

相談支援を通して，生活実態を把握するとともに，その世帯に即した生活福祉

資金の貸付けによる自立支援に努めました。 

   新型コロナウイルス感染症による緊急小口資金等特例貸付では貸付決定は， 

２１，８２４件，貸付金額は７，３５３，２８８千円となり，生活福祉資金の

貸付実績の合計は２１，９３３件，７，４８５，５５１千円（緊急特例含）と

なりました。 

また，その債務管理は償還計画に基づき適正に償還されるよう関係機関と連携のう

え支援を行いました。 

中国帰国者支援・交流センターの運営（日本語学習支援・生活相談・就労支援・

地域支援交流等）を通して中国帰国者が地域で安心して暮らすことができるよう自立

支援を行いました。 

県社協が運営する社会福祉施設やグループホーム等において，高齢者や障害者

等で在宅生活が困難な方々に対し，生活（自立）支援を行いました。 

 

６ 各種団体が実施する福祉活動を推進します。 

                  〔地域福祉推進計画…基本目標５－（１）〕 

 ６８７，４９９円  

（１）各種団体の取組に向けた支援 

   種別を超えた懇談会の開催や定期訪問・研修・セミナー等を実施するととも

に，本会を含む種別協議会等の８団体から４０項目の要望，提言などを取りま

とめ，１０月２６日に「令和３年度福祉施策等に関する要望」として宮城県へ

提出しました。 

   また，関係団体からの要望に応じ，職員１人を派遣しました。 

 

（２）災害福祉広域支援ネットワークの構築 

   災害時における要援護者への支援や避難環境の改善を図るため，福祉関係者

と自治体の連携による「宮城県災害福祉広域支援ネットワーク協議会」の事務

局運営業務を行い，災害派遣チーム部会を開催するとともに福祉専門職による

チーム員派遣の基礎研修を実施するなど支援体制の構築に努めました。 



７ より信頼される県社協を目指し，組織基盤を強化します。 

                  〔地域福祉推進計画…基本目標６－（１）〕 

 ３，９４６，２２２，０５８円  

（１）法人機能の強化及び財源確保 

   コンプライアンス（法令遵守）を基本に事務事業の進捗状況を把握し，計画

的な予算の執行，基金の運用，資金の確保など，財務管理と不祥事防止など運

営上のリスク管理の徹底を図り，健全な法人運営に努めました。 

   また，限られた補助金，委託費等の効率的な執行や基金の的確な運用を図り

運営基盤の強化に努めました。 

 

（２）人材確保及び人材育成            

   適正なサービスの提供及び事業の円滑な実施に向け，定年退職者の推移及び

実施事業の状況を踏まえ，６月，１０月，１２月，２月に職員採用試験を実施

し３４人を採用しました。 

さらに県社協職員研修規程に基づき，人材育成研修システムの実践により職

員一人一人のスキルアップに努めました。 

また，組織全体として専門職員研修や職員自主企画事業の推進等により，専

門性の高い福祉人材の育成に努めました。 

 

（３）社会福祉施設等の適正な運営 

   指定管理施設及び設置施設・事業所等の運営にあたっては，高齢者や障害児

（者）等に施設入所支援をはじめ，生活介護・通所介護・相談事業等の福祉サ

ービスを提供し，地域で自立した生活が送れるよう適正な運営に努めました。 

また，高齢化や重度化など利用者の状況に応じた施設整備，改修等を適宜行

い安心・安全な生活の確保に努めました。 

   さらに，近年頻繁に発生している水害・土砂災害等の自然災害への備えに関

し，防災強化を図るとともに，防犯に係る安全対策も取組を強化しました。 

 

８ 新型コロナウイルス感染症への対応 

   新型コロナウイルス感染症感染拡大防止への取組として，県社協の対応方針

を定め，職員及び運営施設等に対し感染予防に関する注意喚起，職員の服務等

に関する通知を発出し感染予防への意識向上に努めるとともに，社会動向等を

踏まえながら，適切に各種事業の中止，縮小等を図り感染拡大防止に取り組み

ました。 

   また，サーマルカメラの設置，不織布マスクの備蓄，オンライン面会を導入

するなど，運営施設における感染予防に努めるとともに，感染症防止マニュア

ル，事業継続計画に基づき入所者の支援を継続しながら，来訪者の制限，入所

者・職員の健康観察の徹底を行うなど，対策を講じました。 

 

           

以下，事務局関係事業報告，施設関係事業報告の実績において一部注釈を使用しています。そ

の内容については下記のとおりです。 

※１ 新型コロナウイルスの感染拡大防止等の影響によるもの 
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